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１ 歳入歳出決算の概要

歳　入
（単位：円）

区　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

(1)収入済額の主なもの
科　目 収入済額 内　　容

歳　出
（単位：円）

区　分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額

(1)不用額の主なもの
科　目 不用額 内　　容

一 般 会 計 1,298,479,000 1,256,828,335 0 41,650,665

0

3,655,594

総 務 費 国 庫 補 助 金 82,999,572 スマートシティ戦略費補助金　8,299万余円

スマートシニアライフ
基 金 繰 入 金

22,537,847 スマートシニアライフ基金繰入金　2,253万余円

一 般 会 計 110,292,000 109,226,839 109,226,839 0

雑 入 総務費雑入　365万余円

デジタル行政推進費 5,042,720 スマートシティ戦略推進事業費補助金等が見込みを下回ったため

地域戦略・特区推進費 3,446,382 国家戦略特区推進事業費等が見込みを下回ったため
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貸借対照表 （令和７年３月３１日現在） （単位：百万円）

令和６年度 令和５年度 差 令和６年度 令和５年度 差
（Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ） （Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ）

資産の部 負債の部
Ⅰ　流動資産 － － － Ⅰ　流動負債 54 55 ▲ 1

現金預金 － － － 地方債 － － －
歳計現金等 － － － 短期借入金 － － －
歳入歳出外現金 － － － 他会計借入金 － － －

未収金 － － － その他短期借入金 － － －
税未収金 － － － 賞与等引当金 54 55 ▲ 1
その他未収金 － － － 未払金 － － －

不納欠損引当金 － － － 支払保証債務 － － －
基金 － － － その他未払金 － － －

財政調整基金 － － － 還付未済金 － － －
減債基金 － － － リース債務 － － －

短期貸付金 － － － その他流動負債 － － －
貸倒引当金 － － － Ⅱ　固定負債 437 472 ▲ 35
その他流動資産 － － － 地方債 － － －

Ⅱ　固定資産 525 545 ▲ 20 長期借入金 － － －
事業用資産 － － － 他会計借入金 － － －

有形固定資産 － － － その他長期借入金 － － －
土地 － － － 退職手当引当金 437 472 ▲ 35
建物 － － － その他引当金 － － －
工作物 － － － リース債務 － － －
立木竹 － － － その他固定負債 － － －
船舶 － － － 492 527 ▲ 36
浮標等 － － － 純資産の部
航空機 － － － 純資産 33 18 15

無形固定資産 － － － （うち当期純資産増減額） 15 205 ▲ 190
地上権 － － －
特許権等 － － －

インフラ資産 － － －
有形固定資産 － － －

土地 － － －
建物 － － －
工作物 － － －

無形固定資産 － － －
地上権 － － －
特許権等 － － －

重要物品 － － －
図書 － － －
リース資産 － － －
ソフトウェア 515 511 4
建設仮勘定 － － －
投資その他の資産 9 34 ▲ 25

出資金 － 2 ▲ 2
法人等出資金 － 2 ▲ 2
公営企業会計出資金 － － －

長期貸付金 － － －
貸倒引当金 － － －
基金 9 32 ▲ 23

減債基金 － － －
減債基金借入金 － － －
その他の基金 9 32 ▲ 23
その他基金借入金 － － －

その他債権 － － － 33 18 15
525 545 ▲ 20 525 545 ▲ 20

部　　局：スマートシティ戦略部　　会　　計：一般会計
 

2 財務諸表
(1)部局別財務諸表　・一般会計財務諸表及びその概要

負債の部合計

純資産の部合計
資産の部合計 負債及び純資産の部合計

科          目 科          目
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行政コスト計算書 （自　令和６年４月　１日・至　令和７年３月３１日） （単位：百万円）

令和６年度 令和５年度 差 令和６年度 令和５年度 差

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ） （Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）

通常収支の部 Ⅱ　金融収支の部

Ⅰ　行政収支の部 １　金融収入 0 0 0

１　行政収入 34 56 ▲ 23 受取利息及び配当金 0 0 0

地方税 － － － 地方債発行差金 － － －

地方譲与税 － － － ２　金融費用 － － －

市町村たばこ税府交付金 － － － 地方債利息・手数料 － － －

地方特例交付金 － － － 地方債発行差金 － － －

地方交付税 － － － 他会計借入金利息等 － － －

交通安全対策特別交付金 － － － 金融収支差額 0 0 0

国民健康保険関係交付金 － － － 通常収支差額 ▲ 1,230 ▲ 1,153 ▲ 77

分担金及び負担金（行政費用充当） － － － 特別収支の部

使用料及び手数料 － － － １　特別収入 53 367 ▲ 314

国庫支出金（行政費用充当） 30 52 ▲ 22 分担金及び負担金（公共施設等整備） － － －

財産収入 － － － 分担金及び負担金（災害復旧費） － － －

寄附金 － － － 国庫支出金（公共施設等整備） 53 367 ▲ 314

繰入金 － － － 国庫支出金（災害復旧費） － － －

特別会計繰入金 － － － 固定資産売却益 － － －

公営企業会計繰入金 － － － 過年度修正益 － － －

税諸収入 － － － その他特別収入 － － －

事業収入（特別会計） － － － ２　特別費用 － － －

その他行政収入 4 4 ▲ 0 固定資産売却損 － － －

２　行政費用 1,264 1,209 54 固定資産除却損 － － －

税連動費用 － － － 災害復旧費 － － －

給与関係費 569 572 ▲ 4 過年度修正損 － － －

物件費 447 375 72 その他特別費用 － － －

維持補修費 － 0 ▲ 0 特別収支差額 53 367 ▲ 314

社会保障扶助費 － － － 当期収支差額 ▲ 1,177 ▲ 786 ▲ 391

負担金・補助金・交付金等 74 105 ▲ 31 一般財源等配分調整額 1,194 991 204

国直轄事業負担金 － － － 再計 17 205 ▲ 188

繰出金 － － －

減価償却費 111 44 67

債務保証費 － － －

不納欠損引当金繰入額 － － －

貸倒引当金繰入額 － － －

賞与等引当金繰入額 51 55 ▲ 4

退職手当引当金繰入額 12 58 ▲ 45

その他引当金繰入額 － － －

その他行政費用 － － －

行政収支差額 ▲ 1,230 ▲ 1,153 ▲ 77 部　　局：スマートシティ戦略部　　会　　計：一般会計

 

科　　　　　目 科　　　　　目
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キャッシュ・フロー計算書（自　令和６年４月　１日・至　令和７年３月３１日） （単位：百万円）

令和６年度 令和５年度 差 令和６年度 令和５年度 差
（Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ） （Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ）

Ⅰ　行政サービス活動 Ⅱ　投資活動
行政収入 34 56 ▲ 23 投資活動収入 76 416 ▲ 341

地方税 － － － － － －

地方譲与税 － － － 国庫支出金（公共施設等整備） 53 367 ▲ 314
市町村たばこ税府交付金 － － － 財産収入 － － －
地方特例交付金 － － － 基金繰入金（取崩額） 23 49 ▲ 26
地方交付税 － － － 財政調整基金 － － －
交通安全対策特別交付金 － － － その他の基金 23 49 ▲ 26
国民健康保険関係交付金 － － － 貸付金元金回収収入 － － －

－ － － 保証金等返還収入 － － －

使用料及び手数料 － － － その他投資活動収入 － － －
国庫支出金（行政支出充当） 30 52 ▲ 22 投資活動支出 115 334 ▲ 219
財産収入 － － － 公共施設等整備支出 115 334 ▲ 219
寄附金 － － － 基金積立金 0 0 0
繰入金 － － － 財政調整基金 － － －

特別会計繰入金 － － － その他の基金 0 0 0
公営企業会計繰入金 － － － 出資金 － － －

税諸収入 － － － 貸付金 － － －
事業収入（特別会計） － － － 保証金等支出 － － －
その他行政収入 4 4 ▲ 0 投資活動収支差額 ▲ 40 82 ▲ 122

行政支出 1,188 1,129 60 行政活動キャッシュ・フロー収支差額 ▲ 1,194 ▲ 991 ▲ 204
税連動支出 － － － Ⅲ　財務活動
給与関係費 667 649 18 財務活動収入 － － －
物件費 447 375 72 地方債 － － －
維持補修費 － 0 ▲ 0 他会計借入金等 － － －
社会保障扶助費 － － － 基金繰入金（取崩額） － － －
負担金・補助金・交付金等 74 105 ▲ 31 減債基金 － － －
国直轄事業負担金 － － － 基金借入金 － － －
繰出金 － － － その他財務活動収入 － － －

金融収入 0 0 0 財務活動支出 － － －
受取利息及び配当金 0 0 0 地方債償還金 － － －
地方債発行差金 － － － 他会計借入金等償還金 － － －

金融支出 － － － ファイナンス・リース債務返済支出 － － －
地方債利息・手数料 － － － 基金積立金 － － －
他会計借入金利息等 － － － 減債基金 － － －

特別収入 － － － 基金借入金償還金 － － －
分担金及び負担金（災害復旧費） － － － 財務活動収支差額 － － －
国庫支出金（災害復旧費） － － － 収支差額合計 ▲ 1,194 ▲ 991 ▲ 204
その他特別収入 － － － 一般財源等配分調整額 1,194 991 204

特別支出 － － － 前年度からの繰越金 － － －
災害復旧費 － － － 形式収支 － － －
その他特別支出 － － － 歳入歳出外現金受入額 － － －

行政サービス活動収支差額 ▲ 1,155 ▲ 1,073 ▲ 82 歳入歳出外現金払出額 － － －
再計 － － －

部　　局：スマートシティ戦略部　　会　　計：一般会計

 

科　　　　　　目 科　　　　　　目

分担金及び負担金＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿（公共施設等整備）

分担金及び負担金 ＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿（行政支出充当）
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純資産変動計算書
（単位：百万円）

開始残高
相　　　当

収支差額 内部取引
一般財源等
配分調整額

一般会計から
の繰入金

一般会計への
繰出金

合　計

▲ 105 ▲ 16,923 1,885 15,160 － － 18
－ ▲ 1,177 ▲ 2 1,194 － － 15

▲ 105 ▲ 18,100 1,883 16,354 － － 33

純資産変動分析表
（単位：百万円）

純資産増加 純資産減少 増加－減少 残　高
前期末純資産残高 18
【当期増減内容】
Ⅰ 固定資産のうち負債を伴わない額の増減

①　１事業用資産（建設仮勘定を含む）
②　１インフラ資産（建設仮勘定を含む）
③　１その他 20

小　　　計 20 ▲ 20
Ⅱ 資産の裏付けのない固定負債の増減

①　２特別債
②　２基金借入金
③　２長期性債務（退職手当引当金等） 35

小　　　計 35 35
Ⅲ その他の増減

①　３その他の資産（負債を伴わないもの）
②　３その他の負債（資産を伴わないもの） 1

小　　　計 1 1
Ⅰ～Ⅲの増減合計 36 20 15
当期末純資産残高 33

部　　局：スマートシティ戦略部　　会　　計：一般会計

 

主な増減要因

区　　　　分

前期末残高
当期変動額
当期末残高

区　　　　分
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固定資産附属明細表（一般会計）

固定資産（有形） （単位：百万円）

前期末
取得原価

当期増加額 当期減少額
当期末

取得原価

当期末減価
償却累計額

(減損を含む)

当期償却額
(減損を含む)

当期末残高

① ② ③ ④＝①＋②－③ ⑤ ⑥ ④－⑤

事業用資産 － － － － － － －

土地 － － － － － － －

建物 － － － － － － －

工作物 － － － － － － －

立木竹 － － － － － － －

船舶 － － － － － － －

浮標等 － － － － － － －

航空機 － － － － － － －

インフラ資産 － － － － － － －

土地 － － － － － － －

建物 － － － － － － －

工作物 － － － － － － －

重要物品 － － － － － － －

図書 － － － － － － －

リース資産 － － － － － － －

ソフトウェア 511 115 111 515 － 111 515

建設仮勘定 － － － － － － －

合 計 511 115 111 515 － 111 515

固定資産（無形） （単位：百万円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高

① ② ③ ④ ①＋②－③

事業用資産 － － － － －

地上権 － － － － －

特許権等 － － － － －

インフラ資産 － － － － －

地上権 － － － － －

特許権等 － － － － －

合 計 － － － － －

部　　局：スマートシティ戦略部　　会　　計：一般会計

区 分

区 分
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基金附属明細表

【一般会計・スマートシティ戦略部】 （単位：百万円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 基金借入金 差引

32 0 23 9 － 9

32 0 23 9 － 9

32 0 23 9 － 9

引当金明細表

【一般会計・スマートシティ戦略部】 （単位：百万円）

（目的使用） （その他）

－ － － － －

－ － － － －

55 54 52 3 54

472 12 47 － 437

※注　賞与等引当金の当期減少額（その他）の主な要因は、要引当金額の見直しによる減

当期減少額
当期末残高

不納欠損引当金

貸 倒 引 当 金

賞 与 等 引 当 金

退職手当引当金

区 分

そ の 他 の 基 金

ス マ ー ト シ ニ ア ラ イ フ 基 金

合 計

区分 前期末残高 当期増加額

部　　局：スマートシティ戦略部　　会　　計：一般会計
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部  局 ： スマートシティ戦略部  会  計 ： 一般会計 

 

 

 

注記（一般会計・スマートシティ戦略部財務諸表） 

 

１．追加情報 

（１）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項 

スマートシティ戦略部の概要 

住民の QOL 向上をめざす大阪モデルのスマートシティ実現に向け、デジタル技術の活用による府民の利便性向上に関する業務のほか、国家戦略特別区域等に関する

業務を行っています。 

 

11



   

スマートシティ戦略部財務の概要【一般会計】 

●貸借対照表 

（貸借対照表の構造） 

・ スマートシティ戦略部では、住民の QOL 向上に資する広域データ連携基盤や総合行政ポータルの運用などに関する事業を行っている。 

・ 資産の部では、ソフトウェアが総資産の 98.1％を占めている。 

・ 負債の部では、退職手当引当金が負債総額の 88.8％を占めている。 

（当年度の主な変化） 

・ 当年度は、資産が 20 百万円減少した一方で、負債が 36百万円減少したことにより、純資産は前年度に比べ 15 百万円増加となった。 

・ 資産では、大阪広域データ連携基盤（ORDEN）の改修などにより、ソフトウェアが 4 百万円増加した一方で、スマートシニアライフ事業の実施に伴うスマートシニアライフ基金の取崩し

などにより、投資その他の資産が 25 百万円減少した。 

・ 負債では、退職手当引当金が 35 百万円減少した。 

 

●行政コスト計算書 

（行政コスト計算書の構造） 

・ スマートシティ戦略部では、住民の QOL 向上をめざす大阪モデルのスマートシティ実現に向け、デジタル技術の活用による府民の利便性向上に関する業務のほか、国家戦略特別区域等に

関する業務を行っており、当該事務に従事するための職員を含む給与関係費や物件費等を計上している。 

・ 行政収入 34 百万円のうち、国庫支出金（行政費用充当）を 30 百万円計上しており、この全てがデジタル田園都市国家構想交付金である。 

・ 行政費用 12億 64 百万円のうち、物件費を 4 億 47 百万円計上しており、その主なものは、大阪広域データ連携基盤（ORDEN）の運用保守などに係る委託料 4 億 30 百万円である。 

（当年度の主な変化） 

・ 当年度は、通常収支差額－12 億 30 百万円と特別収支差額 53 百万円を合わせた結果、当期収支差額は－11 億 77百万円となった。 

・ 通常収支のうち、行政収入では、デジタル田園都市国家構想交付金が減少したことにより、国庫支出金（行政費用充当）が 22 百万円減少したため、行政収入全体で 23 百万円減少となっ

た。また、行政費用では、大阪広域データ連携基盤（ORDEN）の運用保守に係る委託料の増額などにより、物件費が 72百万円増加したため、行政費用全体で 54 百万円増加となった。これら

により、行政収支差額は 77 百万円減少となった。 

・ 特別収支のうち、特別収入では、総合行政ポータル「my door OSAKA（マイド・ア・おおさか）」が令和 5 年度で構築完了したことなどにより、国庫支出金（公共施設等整備）が 3 億 14百

万円減少したため、特別収入全体で 3 億 14 百万円減少となった。これらにより、特別収支差額は 3 億 14 百万円減少となった。 
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〇主要施策成果と事業別財務諸表
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（１）スマートシティ戦略総務事業 （目）スマートシティ戦略総務費 

 

事業の概要 
  住民の QOL向上をめざす大阪モデルのスマートシティ実現に向け、「大阪スマートシティ戦略」を推進するとともに、府域におけるデータ連携基盤や総

合行政ポータルの運用及び活用促進に取り組んでいる。 

  また、大阪・関西万博のテーマである「いのち輝く未来社会のデザイン」を実践する「スマートヘルスシティ」の実現をめざし、スマートヘルス分野の

デジタル技術の社会実装を進めるための取組を推進している。 

 

（単位：円） 

 金額 
財   源   内   訳 

国  庫 起  債 附帯歳入 一般歳入 

予 算 現 額 1,184,517,000 83,153,000 0 4,555,000 1,096,809,000 

決 算 額 1,151,355,437 82,999,572 0 3,623,107 1,064,732,758 

 

事業の成果 
■施策目標 

・「大阪スマートシティ戦略」に基づく取組を推進するとともに、府域におけるデータ連携基盤や総合行政ポータルの運用及び活用促進に取り組む。 

・最先端のデジタル技術が健康づくり等に活かされる次世代スマートヘルス分野のスタートアップ支援に取り組む。 

 

■施策成果 

・大阪スーパーシティ全体計画に基づき、公民の様々なデータの流通・連携を促進し、住民の QOL向上につながるサービスの創出等を図るため「大阪広

域データ連携基盤（ORDEN）」を運用した。 

また、大阪広域データ連携基盤（ORDEN）の機能を活用し、住民の QOL 向上に資するデジタルサービスを提供するため、個人に合わせた最適な情報発

信やオンラインによる行政手続等を提供する総合行政ポータル「my door OSAKA（マイド・ア・おおさか）」を運用した。 

さらに、公民の多様なデータの利活用を促進させることでイノベーションを創出し、地域経済の活性化や住民サービスの向上を図るための公設データ

仲介プラットフォーム「Open Data Platform in OSAKA（ODPO）」を運用した。 

（掲載データカタログ数：584、ODPOのアカウント数：298 ※令和７年３月末時点） 

・次世代スマートヘルス分野のスタートアップ発掘・伴走支援・情報発信にかかる支援スキームに基づき、健康経営企業等でのサービス等の本格導入に

向けたマッチングに着手するなど、社会実装支援を実施した。 
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■主な個別事業                                                        （単位：円） 

個別事業名称 予算現額 決算額 事  業  内  容  及  び  成  果 

 

１ 大阪広域データ連携基盤運用事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 次世代スマートヘルススタート 

  アップ創出事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ スマートシティ戦略部職員費 

 

 

454,439,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60,307,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

625,301,000 

 

 

453,594,825 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60,000,144 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

613,222,612 

 

 

大阪スーパーシティ全体計画に基づき、「夢洲地区」におけるデータ

連携等を行うための「大阪広域データ連携基盤（ORDEN）」の運用に

要した経費 

また、住民の QOL向上に資するデジタルサービスを提供するため、

個人に合わせた最適な情報発信やオンラインによる行政手続等を提

供する総合行政ポータル「my door OSAKA」の運用のほか、公民の多

様なデータの利活用を促進させることでイノベーションを創出し、

地域経済の活性化や住民サービスの向上を図るための公設データ仲

介プラットフォーム「Open Data Platform in OSAKA（ODPO）」の運

用に要した経費 

【my door OSAKA ID登録数】 

＜目標＞6,000以上  ＜実績＞4,602 

【効果的なサービス実証数】 

 ＜目標＞３以上    ＜実績＞11 

 

万博を通じて、次世代スマートヘルス分野のスタートアップから社

会実装の場として選ばれる大阪を実現していくため、次世代スマー

トヘルス分野のスタートアップ発掘・伴走支援・情報発信にかかる

支援策の展開に要した経費 

【スタートアップの発掘・支援数】 

＜目標※＞100社     ＜実績＞101社 

【万博会場等で発信する次世代スマートヘルス分野のスタートアップの数】  

＜目標※＞60社     ＜実績＞49社 

【治療・予防アプリを導入する府内医療機関の増加数】 

 ＜目標※＞10医療機関  ＜実績＞１医療機関 

※令和７年度末までの目標 

 

スマートシティ戦略部に従事する職員の給与等に要した経費 
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貸借対照表 （令和７年３月３１日現在） （単位：百万円）

令和６年度 令和５年度 差 令和６年度 令和５年度 差
（Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ） （Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ）

資産の部 負債の部
Ⅰ　流動資産 － － － Ⅰ　流動負債 36 37 ▲ 2

現金預金 － － － 地方債 － － －
歳計現金等 － － － 短期借入金 － － －
歳入歳出外現金 － － － 他会計借入金 － － －

未収金 － － － その他短期借入金 － － －
税未収金 － － － 賞与等引当金 36 37 ▲ 2
その他未収金 － － － 未払金 － － －

不納欠損引当金 － － － 支払保証債務 － － －
基金 － － － その他未払金 － － －

財政調整基金 － － － 還付未済金 － － －
減債基金 － － － リース債務 － － －

短期貸付金 － － － その他流動負債 － － －
貸倒引当金 － － － Ⅱ　固定負債 271 300 ▲ 30
その他流動資産 － － － 地方債 － － －

Ⅱ　固定資産 515 513 2 長期借入金 － － －
事業用資産 － － － 他会計借入金 － － －

有形固定資産 － － － その他長期借入金 － － －
土地 － － － 退職手当引当金 271 300 ▲ 30
建物 － － － その他引当金 － － －
工作物 － － － リース債務 － － －
立木竹 － － － その他固定負債 － － －
船舶 － － － 306 338 ▲ 31
浮標等 － － － 純資産の部
航空機 － － － 純資産 209 176 33

無形固定資産 － － － （うち当期純資産増減額） 33 242 ▲ 208
地上権 － － －
特許権等 － － －

インフラ資産 － － －
有形固定資産 － － －

土地 － － －
建物 － － －
工作物 － － －

無形固定資産 － － －
地上権 － － －
特許権等 － － －

重要物品 － － －
図書 － － －
リース資産 － － －
ソフトウェア 515 511 4
建設仮勘定 － － －
投資その他の資産 － 2 ▲ 2

出資金 － 2 ▲ 2
法人等出資金 － 2 ▲ 2
公営企業会計出資金 － － －

長期貸付金 － － －
貸倒引当金 － － －
基金 － － －

減債基金 － － －
減債基金借入金 － － －
その他の基金 － － －
その他基金借入金 － － －

その他債権 － － － 209 176 33
515 513 2 515 513 2

事業類型：行政組織管理型　　部  局：スマートシティ戦略部
事 業 名：スマートシティ戦略総務事業　　　　　　　　　　

負債の部合計

純資産の部合計
資産の部合計 負債及び純資産の部合計

科          目 科          目
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行政コスト計算書 （自　令和６年４月　１日・至　令和７年３月３１日） （単位：百万円）

令和６年度 令和５年度 差 令和６年度 令和５年度 差

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ） （Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）

通常収支の部 Ⅱ　金融収支の部

Ⅰ　行政収支の部 １　金融収入 0 － 0

１　行政収入 34 12 21 受取利息及び配当金 0 － 0

地方税 － － － 地方債発行差金 － － －

地方譲与税 － － － ２　金融費用 － － －

市町村たばこ税府交付金 － － － 地方債利息・手数料 － － －

地方特例交付金 － － － 地方債発行差金 － － －

地方交付税 － － － 他会計借入金利息等 － － －

交通安全対策特別交付金 － － － 金融収支差額 0 － 0

国民健康保険関係交付金 － － － 通常収支差額 ▲ 894 ▲ 799 ▲ 94

分担金及び負担金（行政費用充当） － － － 特別収支の部

使用料及び手数料 － － － １　特別収入 53 367 ▲ 314

国庫支出金（行政費用充当） 30 8 22 分担金及び負担金（公共施設等整備） － － －

財産収入 － － － 分担金及び負担金（災害復旧費） － － －

寄附金 － － － 国庫支出金（公共施設等整備） 53 367 ▲ 314

繰入金 － － － 国庫支出金（災害復旧費） － － －

特別会計繰入金 － － － 固定資産売却益 － － －

公営企業会計繰入金 － － － 過年度修正益 － － －

税諸収入 － － － その他特別収入 － － －

事業収入（特別会計） － － － ２　特別費用 － － －

その他行政収入 4 4 ▲ 0 固定資産売却損 － － －

２　行政費用 927 811 116 固定資産除却損 － － －

税連動費用 － － － 災害復旧費 － － －

給与関係費 369 386 ▲ 17 過年度修正損 － － －

物件費 413 280 134 その他特別費用 － － －

維持補修費 － 0 ▲ 0 特別収支差額 53 367 ▲ 314

社会保障扶助費 － － － 当期収支差額 ▲ 841 ▲ 432 ▲ 409

負担金・補助金・交付金等 2 5 ▲ 3 一般財源等配分調整額 876 674 202

国直轄事業負担金 － － － 一般会計からの繰入金 － － －

繰出金 － － － 一般会計への繰出金 － － －

減価償却費 111 44 67 再計 35 242 ▲ 206

債務保証費 － － －

不納欠損引当金繰入額 － － －

貸倒引当金繰入額 － － －

賞与等引当金繰入額 32 37 ▲ 5

退職手当引当金繰入額 ▲ 1 58 ▲ 59

その他引当金繰入額 － － －

その他行政費用 － － －

行政収支差額 ▲ 894 ▲ 799 ▲ 94

事業類型：行政組織管理型　　部  局：スマートシティ戦略部

事 業 名：スマートシティ戦略総務事業　　　　　　　　　　

科　　　　　目 科　　　　　目
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キャッシュ・フロー計算書（自　令和６年４月　１日・至　令和７年３月３１日） （単位：百万円）

令和６年度 令和５年度 差 令和６年度 令和５年度 差
（Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ） （Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ）

Ⅰ　行政サービス活動 Ⅱ　投資活動
行政収入 34 12 21 投資活動収入 53 367 ▲ 314

地方税 － － － － － －

地方譲与税 － － － 国庫支出金（公共施設等整備） 53 367 ▲ 314
市町村たばこ税府交付金 － － － 財産収入 － － －
地方特例交付金 － － － 基金繰入金（取崩額） － － －
地方交付税 － － － 財政調整基金 － － －
交通安全対策特別交付金 － － － その他の基金 － － －
国民健康保険関係交付金 － － － 貸付金元金回収収入 － － －

－ － － 保証金等返還収入 － － －

使用料及び手数料 － － － その他投資活動収入 － － －
国庫支出金（行政支出充当） 30 8 22 投資活動支出 115 334 ▲ 219
財産収入 － － － 公共施設等整備支出 115 334 ▲ 219
寄附金 － － － 基金積立金 － － －
繰入金 － － － 財政調整基金 － － －

特別会計繰入金 － － － その他の基金 － － －
公営企業会計繰入金 － － － 出資金 － － －

税諸収入 － － － 貸付金 － － －
事業収入（特別会計） － － － 保証金等支出 － － －
その他行政収入 4 4 ▲ 0 投資活動収支差額 ▲ 62 33 ▲ 95

行政支出 847 719 129 行政活動キャッシュ・フロー収支差額 ▲ 876 ▲ 674 ▲ 202
税連動支出 － － － Ⅲ　財務活動
給与関係費 432 434 ▲ 2 財務活動収入 － － －
物件費 413 280 134 地方債 － － －
維持補修費 － 0 ▲ 0 他会計借入金等 － － －
社会保障扶助費 － － － 基金繰入金（取崩額） － － －
負担金・補助金・交付金等 2 5 ▲ 3 減債基金 － － －
国直轄事業負担金 － － － 基金借入金 － － －
繰出金 － － － その他財務活動収入 － － －

金融収入 0 － 0 財務活動支出 － － －
受取利息及び配当金 0 － 0 地方債償還金 － － －
地方債発行差金 － － － 他会計借入金等償還金 － － －

金融支出 － － － ファイナンス・リース債務返済支出 － － －
地方債利息・手数料 － － － 基金積立金 － － －
他会計借入金利息等 － － － 減債基金 － － －

特別収入 － － － 基金借入金償還金 － － －
分担金及び負担金（災害復旧費） － － － 財務活動収支差額 － － －
国庫支出金（災害復旧費） － － － 収支差額合計 ▲ 876 ▲ 674 ▲ 202
その他特別収入 － － － 一般財源等配分調整額 876 674 202

特別支出 － － － 一般会計からの繰入金 － － －
災害復旧費 － － － 一般会計への繰出金 － － －
その他特別支出 － － － 前年度からの繰越金 － － －

行政サービス活動収支差額 ▲ 814 ▲ 707 ▲ 107 形式収支 － － －
歳入歳出外現金受入額 － － －
歳入歳出外現金払出額 － － －
再計 － － －

事業類型：行政組織管理型　　部  局：スマートシティ戦略部

事 業 名：スマートシティ戦略総務事業　　　　　　　　　　

科　　　　　　目 科　　　　　　目

分担金及び負担金＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿（公共施設等整備）

分担金及び負担金 ＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿（行政支出充当）
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純資産変動計算書
（単位：百万円）

開始残高
相　　　当

収支差額 内部取引
一般財源等
配分調整額

一般会計から
の繰入金

一般会計への
繰出金

合　計

▲ 105 ▲ 15,628 1,885 14,023 － － 176
－ ▲ 841 ▲ 2 876 － － 33

▲ 105 ▲ 16,468 1,883 14,899 － － 209

純資産変動分析表
（単位：百万円）

純資産増加 純資産減少 増加－減少 残　高
前期末純資産残高 176
【当期増減内容】
Ⅰ 固定資産のうち負債を伴わない額の増減

① １事業用資産（建設仮勘定を含む）
② １インフラ資産（建設仮勘定を含む）
③ １その他 2

小　　　計 2 2
Ⅱ 資産の裏付けのない固定負債の増減

① ２特別債
② ２基金借入金
③ ２長期性債務（退職手当引当金等） 30

小　　　計 30 30
Ⅲ その他の増減

① ３その他の資産（負債を伴わないもの）
② ３その他の負債（資産を伴わないもの） 2

小　　　計 2 2
Ⅰ～Ⅲの増減合計 33 33
当期末純資産残高 209

事業類型：行政組織管理型　　部  局：スマートシティ戦略部

事 業 名：スマートシティ戦略総務事業　

主な増減要因

区　　　　分

前期末残高
当期変動額
当期末残高

区　　　　分
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固定資産附属明細表（スマートシティ戦略総務事業）
【スマートシティ戦略部】　

固定資産（有形） （単位：百万円）

前期末
取得原価

当期増加額 当期減少額
当期末

取得原価

当期末減価
償却累計額
(減損を含む)

当期償却額
(減損を含む)

当期末残高

① ② ③ ④＝①＋②－③ ⑤ ⑥ ④－⑤

事業用資産 － － － － － － －

土地 － － － － － － －

建物 － － － － － － －

工作物 － － － － － － －

立木竹 － － － － － － －

船舶 － － － － － － －

浮標等 － － － － － － －

航空機 － － － － － － －

インフラ資産 － － － － － － －

土地 － － － － － － －

建物 － － － － － － －

工作物 － － － － － － －

重要物品 － － － － － － －

図書 － － － － － － －

リース資産 － － － － － － －

ソフトウェア 511 115 111 515 － 111 515

建設仮勘定 － － － － － － －

合 計 511 115 111 515 － 111 515

固定資産（無形） （単位：百万円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高

① ② ③ ④ ①＋②－③

事業用資産 － － － － －

地上権 － － － － －

特許権等 － － － － －

インフラ資産 － － － － －

地上権 － － － － －

特許権等 － － － － －

合 計 － － － － －

事業類型：行政組織管理型　　部  局：スマートシティ戦略部
事 業 名：スマートシティ戦略総務事業　　　　　　　　　　

区 分

区 分
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事業類型 ：行政組織管理型  部  局 ：スマートシティ戦略部 

                               事 業 名 ：スマートシティ戦略総務事業 

 

 

注記（事業別財務諸表：スマートシティ戦略総務事業） 

 
１．追加情報 

（１）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項 

事業の概要 

住民のQOL向上をめざす大阪モデルのスマートシティ実現に向け、「大阪スマートシティ戦略」を推進するとともに、府域におけるデータ連携基盤や総合行政ポータ

ルの運用及び活用促進に取り組んでいます。 

また、大阪・関西万博のテーマである「いのち輝く未来社会のデザイン」を実践する「スマートヘルスシティ」の実現をめざし、スマートヘルス分野のデジタル技術

の社会実装を進めるための取組を推進しています。 
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（２）地域戦略推進事業 （目）地域戦略・特区推進費 （目）デジタル行政推進費 

 

事業の概要 
府内市町村のデジタル格差解消に向け、システム共同調達やデジタル人材の確保など、市町村におけるデジタル化に向けた支援を実施しているほか、

大阪府、府内 43市町村、企業、大学、シビックテックなどからなる「大阪スマートシティパートナーズフォーラム（OSPF）」の活動を通じ、公民連携のも

と、市町村の抱える地域課題の解決に向けた実証・実装プロジェクト等の推進を図っている。 

また、高齢者が健康で便利に生活できるように、デジタル技術を活用した公民連携サービスプラットフォームの運営を行う「スマートシニアライフ事

業」を推進するなど、住民の QOL向上につなげる様々な取組を推進している。 

 

（単位：円） 

 金額 
財   源   内   訳 

国  庫 起  債 附帯歳入 一般歳入 

予 算 現 額 109,294,000 0 0 22,584,000 86,710,000 

決 算 額 104,238,945 0 0 22,571,665 81,667,280 

 

事業の成果 
■施策目標 

・市町村が行う新規性や先導性を有するモデル事業等の充実・拡大に向けた補助金交付や、市町村へのアドバイザー派遣による複数市町村でのシステ

ム共同調達及び基幹システムの標準化対応など、市町村におけるデジタル化を支援する。 

・「大阪スマートシティパートナーズフォーラム（OSPF）」での公民連携（公民共同エコシステム）により、市町村の地域課題解決を促進する。 

・デジタル技術を活用した公民連携サービスプラットフォームの運営を行う「スマートシニアライフ事業」の推進により、高齢者層の抱える課題の解決

を図る。 

 

■施策成果 

・市町村が行う先進的なスマートシティ関連事業に対する補助を行ったほか、デジタル化を進める上での課題等について、アドバイザー派遣によるヒ

アリングを通じ、先進事例等の紹介などによる事業化及びシステム共同化に向けた支援を行った。 

 また、市町村における DXの加速化に向けて、様々な専門分野の外部デジタル人材を市町村が共同で確保する取組として「大阪版デジタル人材シェア

リング」の支援を行った。 

    令和６年度アドバイザー派遣事業によるシステム共同調達実績：10団体 

令和６年度補助金交付実績：スマートモデル事業 ４団体、システム共同調達 10団体、大阪版デジタル人材シェアリング事業 14団体 

・「大阪スマートシティパートナーズフォーラム（OSPF）」の運営により、「スマートヘルスシティ」や「高齢者にやさしいまちづくり」などの８分野に

おいてプロジェクトを推進した。（会員数：407 ※令和７年３月末時点） 

・大阪府と民間企業による「大阪スマートシニアライフ実証事業推進協議会」において、デジタル技術を活用したサービスプラットフォームや LINE公

式アカウント「おおさか楽なび」を運営したほか、民間企業とともに事業承継に向けた検討を行った。 
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■主な個別事業                                                        （単位：円） 

個別事業名称 予算現額 決算額 事  業  内  容  及  び  成  果 

 

１ スマートシティ戦略推進事業費 

補助金 

 

 

 

 

 

 

 

２ スマートシニアライフ事業費 

 

 

３ スマートシティ戦略推進アドバイ 

ザー派遣事業費 

 

 

34,275,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

22,539,000 

 

 

10,071,000 

 

 

29,615,800 

 

 

 

 

 

 

 

 

22,537,847 

 

 

9,900,000 

 

 

市町村が行う新規性や先導性を有するモデル事業（スマートモデル

事業）や複数企業と複数市町村のプロジェクト（ｎ対ｎサービス事

業）、共同化事業（システム共同調達・大阪版デジタル人材シェアリ

ング）に対する補助金交付に要した経費 

【スマートモデル事業・ｎ対ｎサービス事業】 

 ＜目標＞３団体以上  ＜実績＞４団体 

【共同化事業】 

 ＜目標＞８団体以上  ＜実績＞24団体 

 

高齢者が健康で便利に生活できるように、デジタル技術を活用した

公民連携のサービスプラットフォームの運営に要した経費 

 

市町村のデジタル化を支援するため、ICT 系コンサルティング企業

との委託契約により市町村にアドバイス等を行うために要した経費 

【アドバイザーを活用して導入につなげた共同化事業】 

 ＜目標＞１件（１グループ）  ＜実績＞１件（１グループ） 
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貸借対照表 （令和７年３月３１日現在） （単位：百万円）

令和６年度 令和５年度 差 令和６年度 令和５年度 差
（Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ） （Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ）

資産の部 負債の部
Ⅰ　流動資産 － － － Ⅰ　流動負債 11 14 ▲ 3

現金預金 － － － 地方債 － － －
歳計現金等 － － － 短期借入金 － － －
歳入歳出外現金 － － － 他会計借入金 － － －

未収金 － － － その他短期借入金 － － －
税未収金 － － － 賞与等引当金 11 14 ▲ 3
その他未収金 － － － 未払金 － － －

不納欠損引当金 － － － 支払保証債務 － － －
基金 － － － その他未払金 － － －

財政調整基金 － － － 還付未済金 － － －
減債基金 － － － リース債務 － － －

短期貸付金 － － － その他流動負債 － － －
貸倒引当金 － － － Ⅱ　固定負債 104 136 ▲ 32
その他流動資産 － － － 地方債 － － －

Ⅱ　固定資産 9 32 ▲ 23 長期借入金 － － －
事業用資産 － － － 他会計借入金 － － －

有形固定資産 － － － その他長期借入金 － － －
土地 － － － 退職手当引当金 104 136 ▲ 32
建物 － － － その他引当金 － － －
工作物 － － － リース債務 － － －
立木竹 － － － その他固定負債 － － －
船舶 － － － 115 150 ▲ 34
浮標等 － － － 純資産の部
航空機 － － － 純資産 ▲ 106 ▲ 118 12

無形固定資産 － － － （うち当期純資産増減額） 12 ▲ 36 48
地上権 － － －
特許権等 － － －

インフラ資産 － － －
有形固定資産 － － －

土地 － － －
建物 － － －
工作物 － － －

無形固定資産 － － －
地上権 － － －
特許権等 － － －

重要物品 － － －
図書 － － －
リース資産 － － －
ソフトウェア － － －
建設仮勘定 － － －
投資その他の資産 9 32 ▲ 23

出資金 － － －
法人等出資金 － － －
公営企業会計出資金 － － －

長期貸付金 － － －
貸倒引当金 － － －
基金 9 32 ▲ 23

減債基金 － － －
減債基金借入金 － － －
その他の基金 9 32 ▲ 23
その他基金借入金 － － －

その他債権 － － － ▲ 106 ▲ 118 12
9 32 ▲ 23 9 32 ▲ 23

事業類型：行政組織管理型　　部  局：スマートシティ戦略部
事 業 名：地域戦略推進事業　　　　　　　　　　　　　　　

負債の部合計

純資産の部合計
資産の部合計 負債及び純資産の部合計

科          目 科          目
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行政コスト計算書 （自　令和６年４月　１日・至　令和７年３月３１日） （単位：百万円）

令和６年度 令和５年度 差 令和６年度 令和５年度 差

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ） （Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）

通常収支の部 Ⅱ　金融収支の部

Ⅰ　行政収支の部 １　金融収入 0 0 0

１　行政収入 － 44 ▲ 44 受取利息及び配当金 0 0 0

地方税 － － － 地方債発行差金 － － －

地方譲与税 － － － ２　金融費用 － － －

市町村たばこ税府交付金 － － － 地方債利息・手数料 － － －

地方特例交付金 － － － 地方債発行差金 － － －

地方交付税 － － － 他会計借入金利息等 － － －

交通安全対策特別交付金 － － － 金融収支差額 0 0 0

国民健康保険関係交付金 － － － 通常収支差額 ▲ 215 ▲ 306 91

分担金及び負担金（行政費用充当） － － － 特別収支の部

使用料及び手数料 － － － １　特別収入 － － －

国庫支出金（行政費用充当） － 44 ▲ 44 分担金及び負担金（公共施設等整備） － － －

財産収入 － － － 分担金及び負担金（災害復旧費） － － －

寄附金 － － － 国庫支出金（公共施設等整備） － － －

繰入金 － － － 国庫支出金（災害復旧費） － － －

特別会計繰入金 － － － 固定資産売却益 － － －

公営企業会計繰入金 － － － 過年度修正益 － － －

税諸収入 － － － その他特別収入 － － －

事業収入（特別会計） － － － ２　特別費用 － － －

その他行政収入 － － － 固定資産売却損 － － －

２　行政費用 215 350 ▲ 135 固定資産除却損 － － －

税連動費用 － － － 災害復旧費 － － －

給与関係費 120 147 ▲ 27 過年度修正損 － － －

物件費 32 94 ▲ 61 その他特別費用 － － －

維持補修費 － － － 特別収支差額 － － －

社会保障扶助費 － － － 当期収支差額 ▲ 215 ▲ 306 91

負担金・補助金・交付金等 72 100 ▲ 28 一般財源等配分調整額 227 269 ▲ 43

国直轄事業負担金 － － － 一般会計からの繰入金 － － －

繰出金 － － － 一般会計への繰出金 － － －

減価償却費 － － － 再計 12 ▲ 36 48

債務保証費 － － －

不納欠損引当金繰入額 － － －

貸倒引当金繰入額 － － －

賞与等引当金繰入額 11 14 ▲ 3

退職手当引当金繰入額 ▲ 20 ▲ 3 ▲ 17

その他引当金繰入額 － － －

その他行政費用 － － －

行政収支差額 ▲ 215 ▲ 306 91

事業類型：行政組織管理型　　部  局：スマートシティ戦略部

事 業 名：地域戦略推進事業　　　　　　　　　　　　　　　

科　　　　　目 科　　　　　目
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キャッシュ・フロー計算書（自　令和６年４月　１日・至　令和７年３月３１日） （単位：百万円）

令和６年度 令和５年度 差 令和６年度 令和５年度 差
（Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ） （Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ）

Ⅰ　行政サービス活動 Ⅱ　投資活動
行政収入 － 44 ▲ 44 投資活動収入 23 49 ▲ 26

地方税 － － － － － －

地方譲与税 － － － 国庫支出金（公共施設等整備） － － －
市町村たばこ税府交付金 － － － 財産収入 － － －
地方特例交付金 － － － 基金繰入金（取崩額） 23 49 ▲ 26
地方交付税 － － － 財政調整基金 － － －
交通安全対策特別交付金 － － － その他の基金 23 49 ▲ 26
国民健康保険関係交付金 － － － 貸付金元金回収収入 － － －

－ － － 保証金等返還収入 － － －

使用料及び手数料 － － － その他投資活動収入 － － －
国庫支出金（行政支出充当） － 44 ▲ 44 投資活動支出 0 0 0
財産収入 － － － 公共施設等整備支出 － － －
寄附金 － － － 基金積立金 0 0 0
繰入金 － － － 財政調整基金 － － －

特別会計繰入金 － － － その他の基金 0 0 0
公営企業会計繰入金 － － － 出資金 － － －

税諸収入 － － － 貸付金 － － －
事業収入（特別会計） － － － 保証金等支出 － － －
その他行政収入 － － － 投資活動収支差額 23 49 ▲ 26

行政支出 249 362 ▲ 113 行政活動キャッシュ・フロー収支差額 ▲ 227 ▲ 269 43
税連動支出 － － － Ⅲ　財務活動
給与関係費 145 169 ▲ 24 財務活動収入 － － －
物件費 32 94 ▲ 61 地方債 － － －
維持補修費 － － － 他会計借入金等 － － －
社会保障扶助費 － － － 基金繰入金（取崩額） － － －
負担金・補助金・交付金等 72 100 ▲ 28 減債基金 － － －
国直轄事業負担金 － － － 基金借入金 － － －
繰出金 － － － その他財務活動収入 － － －

金融収入 0 0 0 財務活動支出 － － －
受取利息及び配当金 0 0 0 地方債償還金 － － －
地方債発行差金 － － － 他会計借入金等償還金 － － －

金融支出 － － － ファイナンス・リース債務返済支出 － － －
地方債利息・手数料 － － － 基金積立金 － － －
他会計借入金利息等 － － － 減債基金 － － －

特別収入 － － － 基金借入金償還金 － － －
分担金及び負担金（災害復旧費） － － － 財務活動収支差額 － － －
国庫支出金（災害復旧費） － － － 収支差額合計 ▲ 227 ▲ 269 43
その他特別収入 － － － 一般財源等配分調整額 227 269 ▲ 43

特別支出 － － － 一般会計からの繰入金 － － －
災害復旧費 － － － 一般会計への繰出金 － － －
その他特別支出 － － － 前年度からの繰越金 － － －

行政サービス活動収支差額 ▲ 249 ▲ 318 69 形式収支 － － －
歳入歳出外現金受入額 － － －
歳入歳出外現金払出額 － － －
再計 － － －

事業類型：行政組織管理型　　部  局：スマートシティ戦略部

事 業 名：地域戦略推進事業　　　　　　　　　　　　　　　

科　　　　　　目 科　　　　　　目

分担金及び負担金＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿（公共施設等整備）

分担金及び負担金 ＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿（行政支出充当）
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純資産変動計算書
（単位：百万円）

開始残高
相　　　当

収支差額 内部取引
一般財源等
配分調整額

一般会計から
の繰入金

一般会計への
繰出金

合　計

－ ▲ 1,046 － 928 － － ▲ 118
－ ▲ 215 － 227 － － 12
－ ▲ 1,260 － 1,154 － － ▲ 106

純資産変動分析表
（単位：百万円）

純資産増加 純資産減少 増加－減少 残　高
前期末純資産残高 ▲ 118
【当期増減内容】
Ⅰ 固定資産のうち負債を伴わない額の増減

①　１事業用資産（建設仮勘定を含む）
②　１インフラ資産（建設仮勘定を含む）
③　１その他 23

小　　　計 23 ▲ 23
Ⅱ 資産の裏付けのない固定負債の増減

①　２特別債
②　２基金借入金
③　２長期性債務（退職手当引当金等） 32

小　　　計 32 32
Ⅲ その他の増減

①　３その他の資産（負債を伴わないもの）
②　３その他の負債（資産を伴わないもの） 3

小　　　計 3 3
Ⅰ～Ⅲの増減合計 34 23 12
当期末純資産残高 ▲ 106

事業類型：行政組織管理型　　部  局：スマートシティ戦略部

事 業 名：地域戦略推進事業　　　　　　　　　　　　　　　

主な増減要因

区　　　　分

前期末残高
当期変動額
当期末残高

区　　　　分
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事業類型 ：行政組織管理型  部  局 ：スマートシティ戦略部 

                          事 業 名 ：地域戦略推進事業 

 

 

注記（事業別財務諸表：地域戦略推進事業） 

 

１．追加情報 

（１）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項 

事業の概要 

府内市町村のデジタル格差解消に向け、システム共同調達やデジタル人材の確保など、市町村におけるデジタル化に向けた支援を実施しているほか、大阪府、府内

43市町村、企業、大学、シビックテックなどからなる「大阪スマートシティパートナーズフォーラム（OSPF）」の活動を通じ、公民連携のもと、市町村の抱える地域

課題の解決に向けた実証・実装プロジェクト等の推進を図っています。 

また、高齢者が健康で便利に生活できるように、デジタル技術を活用した公民連携サービスプラットフォームの運営を行う「スマートシニアライフ事業」を推進する

など、住民のQOL向上につなげる様々な取組を推進しています。 

 

28



（３）特区推進事業 （目）地域戦略・特区推進費 

 

事業の概要 
  産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠点の形成をめざす国家戦略特区、総合特区、構造改革特区等の活用による規制改革の実現に向けた

取組を推進している。 

また、規制改革を伴う複数分野の先端的サービスの提供により、住民の QOL向上と都市競争力の強化をめざすスーパーシティの取組を推進している。 

 

（単位：円） 

 金額 
財   源   内   訳 

国  庫 起  債 附帯歳入 一般歳入 

予 算 現 額 4,668,000 0 0 0 4,668,000 

決 算 額 1,233,953 0 0 0 1,233,953 

 

 

事業の成果 
■施策目標 

・国家戦略特区における区域計画への追加認定及び認定事業の拡充、並びに新たな規制改革事項の提案・実現をめざす。 

・大阪市と連携のもと、複数分野の先端的サービスの提供と大胆な規制改革等によって、世界に先駆けて未来の生活を先行実現するスーパーシティの

実現をめざす。 

 

■施策成果 

・大阪府、大阪市、民間事業者の３者が共同提案し特例措置化された「国家戦

略特別区域調剤業務一部委託事業」について、令和６年６月に全国初の区域計

画の認定を受けた。 

・大阪府と大阪市が共同提案した「国家戦略特別区域における会社の設立登記

手続の英語対応事業（法務省関係）」が令和６年 11月に特例措置化され、令和

7年２月より大阪市域において活用に至った。 

・令和６年 11月に「地域経済活性化につながるインバウンド向けの『返金可能

なデジタル前払式通貨』」に係る規制改革の提案を行った。 

・また、認定事業の進捗管理や関係機関との調整等を行うことにより、各種規

制改革の取組を推進した。 

 

 

 

大阪スーパーシティ全体計画より抜粋 
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■主な個別事業                                                        （単位：円） 

個別事業名称 予算現額 決算額 事  業  内  容  及  び  成  果 

 

１ スーパーシティ推進事業費 

 

 

 

 

 

 

２ 国家戦略特区推進事業費 

 

 

 

3,296,000 

 

 

 

 

 

 

1,372,000 

 

1,003,519 

 

 

 

 

 

 

230,434 

 

「うめきた２期地区」と「夢洲地区」において、複数分野の先端的

サービスの提供と大胆な規制改革等により、未来の生活を先行実現

する「大阪府・大阪市スーパーシティ構想」の実現に向けた協議・

調整等に要した経費 

【規制改革の提案】 

提案の実施数 １件 

 

産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠点の形成をめざ

す国家戦略特区等の推進に向けた協議・調整等に要した経費 

【特例措置の新規活用】 

新規活用事業数 ２件 
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貸借対照表 （令和７年３月３１日現在） （単位：百万円）

令和６年度 令和５年度 差 令和６年度 令和５年度 差
（Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ） （Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ）

資産の部 負債の部
Ⅰ　流動資産 － － － Ⅰ　流動負債 8 4 4

現金預金 － － － 地方債 － － －
歳計現金等 － － － 短期借入金 － － －
歳入歳出外現金 － － － 他会計借入金 － － －

未収金 － － － その他短期借入金 － － －
税未収金 － － － 賞与等引当金 8 4 4
その他未収金 － － － 未払金 － － －

不納欠損引当金 － － － 支払保証債務 － － －
基金 － － － その他未払金 － － －

財政調整基金 － － － 還付未済金 － － －
減債基金 － － － リース債務 － － －

短期貸付金 － － － その他流動負債 － － －
貸倒引当金 － － － Ⅱ　固定負債 62 36 27
その他流動資産 － － － 地方債 － － －

Ⅱ　固定資産 － － － 長期借入金 － － －
事業用資産 － － － 他会計借入金 － － －

有形固定資産 － － － その他長期借入金 － － －
土地 － － － 退職手当引当金 62 36 27
建物 － － － その他引当金 － － －
工作物 － － － リース債務 － － －
立木竹 － － － その他固定負債 － － －
船舶 － － － 70 40 30
浮標等 － － － 純資産の部
航空機 － － － 純資産 ▲ 70 ▲ 40 ▲ 30

無形固定資産 － － － （うち当期純資産増減額） ▲ 30 ▲ 0 ▲ 30
地上権 － － －
特許権等 － － －

インフラ資産 － － －
有形固定資産 － － －

土地 － － －
建物 － － －
工作物 － － －

無形固定資産 － － －
地上権 － － －
特許権等 － － －

重要物品 － － －
図書 － － －
リース資産 － － －
ソフトウェア － － －
建設仮勘定 － － －
投資その他の資産 － － －

出資金 － － －
法人等出資金 － － －
公営企業会計出資金 － － －

長期貸付金 － － －
貸倒引当金 － － －
基金 － － －

減債基金 － － －
減債基金借入金 － － －
その他の基金 － － －
その他基金借入金 － － －

その他債権 － － － ▲ 70 ▲ 40 ▲ 30
－ － － － － －

事業類型：行政組織管理型　　部  局：スマートシティ戦略部
事 業 名：特区推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　

負債の部合計

純資産の部合計
資産の部合計 負債及び純資産の部合計

科          目 科          目
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行政コスト計算書 （自　令和６年４月　１日・至　令和７年３月３１日） （単位：百万円）

令和６年度 令和５年度 差 令和６年度 令和５年度 差

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ） （Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）

通常収支の部 Ⅱ　金融収支の部

Ⅰ　行政収支の部 １　金融収入 － － －

１　行政収入 － 0 ▲ 0 受取利息及び配当金 － － －

地方税 － － － 地方債発行差金 － － －

地方譲与税 － － － ２　金融費用 － － －

市町村たばこ税府交付金 － － － 地方債利息・手数料 － － －

地方特例交付金 － － － 地方債発行差金 － － －

地方交付税 － － － 他会計借入金利息等 － － －

交通安全対策特別交付金 － － － 金融収支差額 － － －

国民健康保険関係交付金 － － － 通常収支差額 ▲ 122 ▲ 48 ▲ 74

分担金及び負担金（行政費用充当） － － － 特別収支の部

使用料及び手数料 － － － １　特別収入 － － －

国庫支出金（行政費用充当） － － － 分担金及び負担金（公共施設等整備） － － －

財産収入 － － － 分担金及び負担金（災害復旧費） － － －

寄附金 － － － 国庫支出金（公共施設等整備） － － －

繰入金 － － － 国庫支出金（災害復旧費） － － －

特別会計繰入金 － － － 固定資産売却益 － － －

公営企業会計繰入金 － － － 過年度修正益 － － －

税諸収入 － － － その他特別収入 － － －

事業収入（特別会計） － － － ２　特別費用 － － －

その他行政収入 － 0 ▲ 0 固定資産売却損 － － －

２　行政費用 122 48 74 固定資産除却損 － － －

税連動費用 － － － 災害復旧費 － － －

給与関係費 80 40 40 過年度修正損 － － －

物件費 1 2 ▲ 0 その他特別費用 － － －

維持補修費 － － － 特別収支差額 － － －

社会保障扶助費 － － － 当期収支差額 ▲ 122 ▲ 48 ▲ 74

負担金・補助金・交付金等 0 0 0 一般財源等配分調整額 92 48 44

国直轄事業負担金 － － － 一般会計からの繰入金 － － －

繰出金 － － － 一般会計への繰出金 － － －

減価償却費 － － － 再計 ▲ 30 ▲ 0 ▲ 30

債務保証費 － － －

不納欠損引当金繰入額 － － －

貸倒引当金繰入額 － － －

賞与等引当金繰入額 8 4 4

退職手当引当金繰入額 33 3 30

その他引当金繰入額 － － －

その他行政費用 － － －

行政収支差額 ▲ 122 ▲ 48 ▲ 74

事業類型：行政組織管理型　　部  局：スマートシティ戦略部

事 業 名：特区推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　

科　　　　　目 科　　　　　目
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キャッシュ・フロー計算書（自　令和６年４月　１日・至　令和７年３月３１日） （単位：百万円）

令和６年度 令和５年度 差 令和６年度 令和５年度 差
（Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ） （Ａ） （Ｂ） （ＡーＢ）

Ⅰ　行政サービス活動 Ⅱ　投資活動
行政収入 － 0 ▲ 0 投資活動収入 － － －

地方税 － － － － － －

地方譲与税 － － － 国庫支出金（公共施設等整備） － － －
市町村たばこ税府交付金 － － － 財産収入 － － －
地方特例交付金 － － － 基金繰入金（取崩額） － － －
地方交付税 － － － 財政調整基金 － － －
交通安全対策特別交付金 － － － その他の基金 － － －
国民健康保険関係交付金 － － － 貸付金元金回収収入 － － －

－ － － 保証金等返還収入 － － －

使用料及び手数料 － － － その他投資活動収入 － － －
国庫支出金（行政支出充当） － － － 投資活動支出 － － －
財産収入 － － － 公共施設等整備支出 － － －
寄附金 － － － 基金積立金 － － －
繰入金 － － － 財政調整基金 － － －

特別会計繰入金 － － － その他の基金 － － －
公営企業会計繰入金 － － － 出資金 － － －

税諸収入 － － － 貸付金 － － －
事業収入（特別会計） － － － 保証金等支出 － － －
その他行政収入 － 0 ▲ 0 投資活動収支差額 － － －

行政支出 92 48 44 行政活動キャッシュ・フロー収支差額 ▲ 92 ▲ 48 ▲ 44
税連動支出 － － － Ⅲ　財務活動
給与関係費 90 46 44 財務活動収入 － － －
物件費 1 2 ▲ 0 地方債 － － －
維持補修費 － － － 他会計借入金等 － － －
社会保障扶助費 － － － 基金繰入金（取崩額） － － －
負担金・補助金・交付金等 0 0 0 減債基金 － － －
国直轄事業負担金 － － － 基金借入金 － － －
繰出金 － － － その他財務活動収入 － － －

金融収入 － － － 財務活動支出 － － －
受取利息及び配当金 － － － 地方債償還金 － － －
地方債発行差金 － － － 他会計借入金等償還金 － － －

金融支出 － － － ファイナンス・リース債務返済支出 － － －
地方債利息・手数料 － － － 基金積立金 － － －
他会計借入金利息等 － － － 減債基金 － － －

特別収入 － － － 基金借入金償還金 － － －
分担金及び負担金（災害復旧費） － － － 財務活動収支差額 － － －
国庫支出金（災害復旧費） － － － 収支差額合計 ▲ 92 ▲ 48 ▲ 44
その他特別収入 － － － 一般財源等配分調整額 92 48 44

特別支出 － － － 一般会計からの繰入金 － － －
災害復旧費 － － － 一般会計への繰出金 － － －
その他特別支出 － － － 前年度からの繰越金 － － －

行政サービス活動収支差額 ▲ 92 ▲ 48 ▲ 44 形式収支 － － －
歳入歳出外現金受入額 － － －
歳入歳出外現金払出額 － － －
再計 － － －

事業類型：行政組織管理型　　部  局：スマートシティ戦略部

事 業 名：特区推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　

科　　　　　　目 科　　　　　　目

分担金及び負担金＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿（公共施設等整備）

分担金及び負担金 ＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿（行政支出充当）
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純資産変動計算書
（単位：百万円）

開始残高
相　　　当

収支差額 内部取引
一般財源等
配分調整額

一般会計から
の繰入金

一般会計への
繰出金

合　計

－ ▲ 249 － 210 － － ▲ 40
－ ▲ 122 － 92 － － ▲ 30
－ ▲ 371 － 301 － － ▲ 70

純資産変動分析表
（単位：百万円）

純資産増加 純資産減少 増加－減少 残　高
前期末純資産残高 ▲ 40
【当期増減内容】
Ⅰ 固定資産のうち負債を伴わない額の増減

①　１事業用資産（建設仮勘定を含む）
②　１インフラ資産（建設仮勘定を含む）
③　１その他

小　　　計 －
Ⅱ 資産の裏付けのない固定負債の増減

①　２特別債
②　２基金借入金
③　２長期性債務（退職手当引当金等） 27

小　　　計 27 ▲ 27
Ⅲ その他の増減

①　３その他の資産（負債を伴わないもの）
②　３その他の負債（資産を伴わないもの） 4

小　　　計 4 ▲ 4
Ⅰ～Ⅲの増減合計 30 ▲ 30
当期末純資産残高 ▲ 70

事業類型：行政組織管理型　　部  局：スマートシティ戦略部

事 業 名：特区推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　

主な増減要因

区　　　　分

前期末残高
当期変動額
当期末残高

区　　　　分
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事業類型 ：行政組織管理型  部  局 ：スマートシティ戦略部 

                        事 業 名 ：特区推進事業 

 

 

注記（事業別財務諸表：特区推進事業） 

 
１．追加情報 

（１）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項 

事業の概要 

産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠点の形成をめざす国家戦略特区、総合特区、構造改革特区等の活用による規制改革の実現に向けた取組を推進して

います。 

また、規制改革を伴う複数分野の先端的サービスの提供により、住民の QOL向上と都市競争力の強化をめざすスーパーシティの取組を推進しています。 
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